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データヘルス実施計画 

（第３期 令和６年度～１１年度） 

 

１．趣旨 

平成 27 年度から策定、実施してきたデータヘルス計画も令和 6年度で第 3期を迎えるこ

とになりました。第 3 期から並行して計画実施してきた特定健康診査受診計画と合併した

データヘルス計画を策定します。データヘルス計画は医療費削減に向けて効果的な保険事

業を実施するよう PDCA サイクルに基づき事業の実効性を高めていくものです。※PDCA サイ

クルとは、Plan（計画）→Do（実施）→Check（評価）→Act（改善）のサイクルを指します。 

２．現状の整理 
(1)東京理容国民健康保険組合の特性 

 年齢構成は令和４年度末で平均年齢４１．５歳となりました。令和２年度末の４３．７歳

と比較すると若年化の傾向がみられます。前期高齢者の比率がほぼ 3 割で変わらない中平

均年齢が下がるのは、若年層の加入が増加したことが原因と考えられます。 

【年齢資料】 

  



 

 

 

(2)現在実施している保険事業 

 本計画を策定するにあたり、関連する事業のみ掲載します。 

Ⅰ．特定健康診査・特定保険指導 

 当組合では平成２０年度より、糖尿病等の生活習慣病の発祥や重症化を予防するため、メ

タボリックシンドロームの該当者及び予備軍を減少させることを目的に、４０歳から７４

歳の被保険者を対象にした特定健康診査及び特定保険指導を特定健康診査等実施計画に基

づき実施しております。 

○特定保健指導の基本的考え方 

生活習慣病予備群の保健指導の第一目的は、生活習慣病に移行させないことである。 

そのための保健指導では、対象者自身が健診結果を理解して自らの生活習慣を変えること

ができるように支援することにある。 

○事業者等が行う健康診断との関係 

事業者が労働安全衛生法に基づく事業者健診を実施した場合には、当国保組合はそのデ

ータを事業者、受診者から受領する。健診費用は事業者が負担する。 

医療費の推移
療養給付費 療養給付費 療養給付費

(千円) 一件当り(円） 一人当り(円）
２年度 521,896 39,607 13,177 2,854 182,865
３年度 502,938 43,752 11,495 2,821 178,284
４年度 529,653 44,167 11,992 2,823 187,621

平均人数件数

療養費の推移
療養費 療養費 療養費 療給+療養費

(千円) 一件当り(円） 一人当り(円） 一人当り(円）
２年度 13,229 2,374 5,572 2,854 4,635 187,500
３年度 14,053 2,540 5,533 2,821 4,982 183,265
４年度 13,823 2,384 5,798 2,823 4,897 192,517

件数 平均人数



○対象者 

㈠特定健康診査 

各年度、４月１日現在で、当組合に加入されている被保険者のうち、その年度に 40 歳～

74 歳になられる方で、かつ、当該年度の１年間を通じて加入されている方が受診できます。

（目標実施率の範囲の実施となります） 

 なお、妊産婦等は受診することができません。（健診結果から服薬・治療中の者を除き、

特定保健指導が受けられます。） 

 特定健康診査対象者に、「受診券」を組合からお送りいたします。 

㈡特定保健指導 

特定健康診査の結果、メタボリックシンドロームのリスクに応じ、「動機付け支援」、「積

極的支援」に階層化した区分により利用していただきます。 

特定健康診査を受診後、必要に応じ、「利用券」を組合からお送りいたします。 

○健診項目 

㈠基本的な健診項目 

質問項目、身体計測（身長、体重、ＢＭＩ、腹囲（内臓脂肪面積）、理学的所見（身体診察）、

血圧測定、血液化学検査（中性脂肪、ＨＤＬコレステロール、ＬＤＬコレステロール）、肝

機能検査（ＡＳＴ（ＧＯＴ）、ＡＬＴ（ＧＰＴ）、γ―ＧＴ（γ―ＧＴＰ）、血糖検査（空腹

時血糖又はＨｂＡ１ｃ検査）、尿検査（尿糖、尿蛋白） 

㈡詳細な健診項目（一定の基準の下、医師が必要と判断したものを選択） 

心電図検査、眼底検査、貧血検査（赤血球数、血色素量〔ヘモグロビン値〕、ヘマトクリッ

ト値） 

○実施方法 

㈠実施場所 

 特定健康診査は、予定の集合契約により行う地区医師会所属の保険医療機関のうち、厚生

労働省の告示で定められた委託基準を満たした医療機関に委託し実施します。 

 特定保健指導は、保健指導を行える実施機関等に委託し実施します。 

○費用の決済 

 代行機関である東京都国民健康保険団体連合会を利用して費用決済を行う。 

○特定健康診査 

①受診券    ６月頃（予定）に支部協力員経由で送付する予定です。 

       （健診実施機関との契約成立後の受診券送付となりますのでご留意ください） 

②実施期間  各年度 3 月 31 日までの受診となります。 

③実施場所  組合で契約した実施医療機関（地区医師会所属の医療機関及び健診施設）で

受診します。 

④窓口負担  原則無料   オプションの健診項目は自己負担 

負担割合 3 割(64 歳まで)・1 割(65 歳以上)) 



○特定保健指導 

①利用券   特定健康診査を受診された月の翌月以降に必要に応じ郵送します。 

②実施期間  その年度の 3 月末までに利用していただきます。保健指導の支援期間は 6

ヶ月間となります。 

③実施場所  組合で契約した実施機関で行います。平成２６年度より個別指導開始。 

④窓口負担  基本項目無料   

Ⅱ．人間ドック 

 ３０歳以上の被保険者を対象とし、組合員は２万円・家族は１万円の人間ドック受診料を

補助します。組合の契約病院の受診のみ補助対象とします。契約病院等組合報に記載し、周

知します。 

○実施期間  

 年度内１回のみ有効です。（４月～翌年３月） 

○実施場所 

 当組合の契約病院のみとなります。 

○窓口負担 

 受診料から補助額を差し引いた額が自己負担額です。 

○その他 

 同年度内に他の健診補助は、重複して受けられません。 

Ⅲ．ジェネリック差額通知書の送付 

 ジェネリック医薬品への切り替えが可能な被保険者を対象に、医療費の抑制と被保険者

の窓口負担軽減、ジェネリック医薬品の普及促進を図ることを目的とし、ジェネリック差額

通知書を送付します。 

○送付方法・周知方法 

 郵便はがきにて対象者へ送付します。 

 組合報等に掲載し、周知します。 

○実施期間 

 年度内に２回（７月、２月）送付します。 

○記載内容 

 投薬された薬品名と金額、ジェネリック医薬品に切り替えた場合の金額と差額を記載し

ます。 

○その他 

 当組合加入時に、ジェネリック医薬品への切り替えの意志を手軽に伝えることが出来る

「ジェネリック希望カード」を配布します。 

Ⅳ．家庭薬の配布 

 組合員世帯を対象に、疾病予防と家庭薬等の購入負担軽減を目的とし、家庭薬を配布して

います。 



○実施方法 

 全組合員分を各地区協力員のもとへ発送します。 

○実施期間  

 年１回（１１月） 

○商品 

 家庭常備薬（内服薬・外用薬） 

○その他 

 年度により配布薬の内容が変更になります。 

Ⅴ．医療費通知の送付 

 医療機関、施術所等にかかった被保険者を対象に、医療費等の適正化と適正受診の促進及

び医療費等削減を図ることを目的とし、医療費通知を送付します。 

○送付方法 

 郵便にて、医療費通知を送付します。 

○実施期間 

 年度内２回（１２月、２月）に送付します。 

○送付内容 

 記号番号、組合員氏名、受診年月、受診者名、医療機関の名称、医療種類、医療費の額、

自己負担額。 

○その他 

  １２月送付分の場合、医療機関受診者は主に 1 月から 8 月診療分の内容を記載します。 

  ２月送付分の場合、医療機関受診者は主に 9 月から 12 月診療分の内容を記載します。 

Ⅵ．適正受診の普及啓発事業 

 組合員世帯を対象に、医療費等の適正化と適正受診の周知及び医療費等削減を図ること

を目的とし、組合報等に記載し周知します。 

○送付方法 

 全組合員分を各地区協力員のもとへ発送します。 

○実施期間 

 組合報年２回（６月、１２月）、組合誌（３月） 

○記載内容 

 年度によって内容は変化しますが、適正受診の周知を主に記載します。 

３．健康医療情報等の分析と課題 
診療受診率に関しては、高年齢層の受診率が高く医科・歯科ともに全国平均より高くなり

ました。医科点数に関しては全体的に低い傾向があります。この傾向は第１期から変わらず

見られるため、当組合の特色ともいえます。主な病名をみると点数は低いが、高血圧、脂質

異常からくる病気が多いです。このことより生活習慣及び健康意識の改善をすることが大

きな課題となります。 



【医科】 

 
【歯科】 

 
入院・外来別で医療費（点数）の高い疾病 

 



 

 

【外来】 ■男女計
2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

区分
１保険者当たり

医療費（点数）
区分

１保険者当たり

医療費（点数）
区分

１保険者当たり

医療費（点数）
区分

１保険者当たり

医療費（点数）
区分

１保険者当たり

医療費（点数）

自保険者 3,197,281 自保険者 2,918,778 自保険者 2,542,622 自保険者 2,387,458 自保険者 727,903
都道府県 39,288,582 都道府県 36,882,229 都道府県 35,872,613 都道府県 33,559,521 都道府県 10,458,733

同規模 10,006,709 同規模 9,667,924 同規模 9,556,403 同規模 9,290,224 同規模 2,953,440

全国 17,215,721 全国 16,320,178 全国 15,799,154 全国 14,673,994 全国 4,586,323
自保険者 2,369,441 自保険者 2,746,887 自保険者 2,289,761 自保険者 1,969,070 自保険者 595,996
都道府県 53,762,119 都道府県 19,007,374 都道府県 55,538,330 都道府県 54,482,132 都道府県 17,866,875
同規模 12,467,621 同規模 4,058,708 同規模 13,257,034 同規模 13,392,743 同規模 4,447,911
全国 23,663,539 全国 8,236,797 全国 24,391,791 全国 23,604,227 全国 7,709,429
自保険者 2,046,005 自保険者 2,392,606 自保険者 1,827,164 自保険者 1,591,100 自保険者 514,087

都道府県 30,988,881 都道府県 53,486,786 都道府県 29,097,536 都道府県 26,096,450 都道府県 8,161,143
同規模 6,895,255 同規模 12,608,903 同規模 6,663,269 同規模 6,205,325 同規模 1,948,324
全国 12,809,850 全国 23,672,727 全国 11,673,858 全国 10,259,451 全国 3,206,514
自保険者 2,043,927 自保険者 1,629,112 自保険者 1,538,050 自保険者 1,205,644 自保険者 346,448
都道府県 18,669,943 都道府県 28,287,848 都道府県 49,323,907 都道府県 47,460,490 都道府県 1,441,775

同規模 3,905,990 同規模 6,409,129 同規模 5,963,732 同規模 5,735,165 同規模 384,854
全国 8,102,521 全国 11,592,226 全国 17,084,403 全国 16,433,238 全国 717,384

自保険者 1,631,608 自保険者 1,568,386 自保険者 1,072,470 自保険者 903,268 自保険者 312,244
都道府県 51,129,114 都道府県 49,747,368 都道府県 15,603,850 都道府県 28,806,829 都道府県 5,839,033
同規模 6,158,117 同規模 5,936,574 同規模 3,207,335 同規模 7,377,310 同規模 1,408,906
全国 17,489,080 全国 17,029,869 全国 6,667,207 全国 11,441,139 全国 2,030,721

自保険者 1,310,806 自保険者 893,196 自保険者 1,039,564 自保険者 857,969 自保険者 303,714
都道府県 30,548,636 都道府県 28,513,402 都道府県 29,935,893 都道府県 15,135,891 都道府県 9,422,788
同規模 7,567,710 同規模 7,228,630 同規模 7,536,084 同規模 3,179,577 同規模 2,413,844
全国 12,398,432 全国 11,707,282 全国 12,101,058 全国 6,415,278 全国 3,713,086
自保険者 934,012 自保険者 833,934 自保険者 959,723 自保険者 727,590 自保険者 275,813

都道府県 15,641,984 都道府県 15,004,678 都道府県 19,154,289 都道府県 15,862,172 都道府県 5,755,619

同規模 3,171,667 同規模 3,078,360 同規模 4,093,669 同規模 4,020,365 同規模 1,514,198
全国 6,652,030 全国 6,413,131 全国 8,483,696 全国 4,671,966 全国 1,635,910
自保険者 808,937 自保険者 700,110 自保険者 665,681 自保険者 581,111 自保険者 255,253
都道府県 18,284,080 都道府県 15,423,995 都道府県 11,175,030 都道府県 11,016,644 都道府県 4,819,592
同規模 4,323,180 同規模 3,599,334 同規模 1,446,372 同規模 1,412,961 同規模 1,023,603
全国 5,356,791 全国 4,633,099 全国 4,502,294 全国 4,308,778 全国 2,057,769

自保険者 781,027 自保険者 654,923 自保険者 656,253 自保険者 494,802 自保険者 236,920
都道府県 12,374,762 都道府県 11,050,178 都道府県 15,759,333 都道府県 3,213,005 都道府県 866,068
同規模 1,591,653 同規模 1,460,569 同規模 3,700,240 同規模 1,155,493 同規模 199,123
全国 5,189,773 全国 4,662,040 全国 4,721,680 全国 1,188,570 全国 297,409
自保険者 416,331 自保険者 540,461 自保険者 601,828 自保険者 493,668 自保険者 188,783

都道府県 11,266,532 都道府県 2,845,474 都道府県 3,037,044 都道府県 11,701,484 都道府県 3,597,329
同規模 2,169,910 同規模 998,288 同規模 1,104,935 同規模 2,316,710 同規模 464,311
全国 4,432,472 全国 1,100,212 全国 1,183,395 全国 4,389,972 全国 1,387,733

最大医療資

源傷病名

最大医療資

源傷病名

最大医療資

源傷病名

最大医療資

源傷病名

最大医療資

源傷病名

高血圧症 高血圧症 高血圧症 高血圧症 高血圧症

糖尿病 肺がん 糖尿病 糖尿病 糖尿病

脂質異常症 糖尿病 脂質異常症 脂質異常症 脂質異常症

肺がん 脂質異常症
慢性腎臓病
（透析あり）

慢性腎臓病
（透析あり）

胃がん

慢性腎臓病
（透析あり）

慢性腎臓病
（透析あり）

不整脈 関節疾患 乳がん

関節疾患 関節疾患 関節疾患 不整脈 関節疾患

不整脈 不整脈 肺がん 気管支喘息 気管支喘息

気管支喘息 気管支喘息
骨粗しょう
症

骨粗しょう
症

不整脈

骨粗しょう

症

骨粗しょう

症
気管支喘息 クローン病 食道がん

緑内障 クローン病 クローン病 緑内障
骨粗しょう
症



 
４．特定健康診査等実施計画 

平成２０年度より、東京理容国保組合をはじめ全医療保険者に、糖尿病などの生活習慣病

の発症や重症化を予防するため、メタボリックシンドロームの該当者及び予備群を減少さ

せることを目的に、国が定めた法律（高齢者の医療の確保に関する法律）により、４０歳～

７４歳の被保険者を対象にした特定健康診査及び特定保健指導（以下、「特定健康診査等」

といいます。）の実施が義務づけられました。 

 当組合は、その法の定めに基づいて、特定健康診査等の実施方法やその成果に係る目標に

関する基本的な事項について「実施計画」を策定し、事業を効率的かつ効果的に行うことと

します。 

１ 特定健康診査等の基本的考え方 

日本内科学会等内科系 8 学会が合同でメタボリックシンドロームの疾患概念と診断基

準を示した。これは、内臓脂肪型に起因する糖尿病、高脂血症、高血圧は予防可能であり、

発症した後でも血糖、血圧をコントロールすることにより重病化を予防することが可能で

あるという考え方を基本としている。 

特定健診・特定保健指導　実績

平成30年度 平成31年度 令和２年度 令和３年度 令和4年度

1,815 1,708 1,664 1,617 1,523

926 796 819 801 737

49.9 46.6 47.4 47.4 46.6

62 60 60 69 59

0.0 1.0 0.0 1.4 0.0

43 37 41 28 32

0.0 1.0 2.0 1.0 0.0

特定健診

特定健診対象者

特定健診受診者

特定健診受診率
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メタボリックシンドロームの概念を導入することにより、内臓脂肪の蓄積や、体重増加

等が様々な疾患の原因になることをデータで示すことができるため、健診受診者にとって

生活習慣の改善に向けての明確な動機付けができるようになる。 

２ 特定保健指導の基本的考え方 

生活習慣病予備群の保健指導の第一目的は、生活習慣病に移行させないことである。 

そのための保健指導では、対象者自身が健診結果を理解して自らの生活習慣を変えるこ

とができるように支援することにある。 

３ 事業者等が行う健康診断との関係 

事業者が労働安全衛生法に基づく事業者健診を実施した場合には、当国保組合はそのデ

ータを事業者、受診者から受領する。健診費用は事業者が負担する。 

《達成目標》 

①特定健康診査の実施にかかる目標 

令和 11 年度における特定健康診査の実施率を 70％とする。 

国の基本方針が示す参酌標準に即して設定。 

この目標を達成するために、令和 6 年度以降の実施率（目標）を以下のように定める。 

目標実施率 

 6 年度 7 年度 8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 

全対象者

数 
52％ 55％ 58％ 62％ 66％ 70％ 

②特定保健指導の実施に係る目標 

令和 11 年度における特定保健指導の実施率 25％とする。この目標を達成するために、

令和 6年度以降の実施率（目標）を以下のように定める。 

目標実施率 

 6 年度 7 年度 8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 

実施率 5％ 10％ 15％ 18％ 22％ 25％ 

③特定健康診査等の実施の成果に係る目標 

令和 11 年度において、令和 6 年度と比較したメタボリックシンドロームの該当者及び

予備軍の減少率を 10％以上とする。 

④特定健康診査等の対象者数 

40 歳以上対象者数 

 6 年度 7 年度 8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 

全対象者数 1,500 人 1,480 人 1,465 人 1,450 人 1,430 人 1,410 人 

実施者数 780 人 814 人 849 人 899 人 943 人 987 人 

 



⑤特定保健指導の対象者数（組合員＋家族） 

 6 年度 7 年度 8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 

特定健診実施者数 780 人 814 人 849 人 899 人 943 人 987 人 

動機付け支援対象者 54 人 52 人 49 人 43 人 40 人 38 人 

目標実施率 5％ 10％ 15％ 18％ 22％ 25％ 

目標実施者数 3 人 5 人 7 人 7 人 8 人 9 人 

積極的支援対象者 35 人 32 人 30 人 28 人 26 人 24 人 

目標実施率 5％ 10％ 15％ 18％ 22％ 25％ 

目標実施者数 2 人 3 人 4 人 5 人 5 人 6 人 

保健指導対象者計 89 人 84 人 79 人 71 人 66 人 62 人 

目標実施率 5％ 10％ 15％ 18％ 22％ 25％ 

目標実施者数 5 人 8 人 11 人 12 人 13 人 15 人 

 

《対象者》 

①特定健康診査 

各年度、４月１日現在で、当組合に加入されている被保険者のうち、その年度に 40歳～

74 歳になられる方で、かつ、当該年度の１年間を通じて加入されている方が受診できます。

（目標実施率の範囲の実施となります） 

 なお、妊産婦等は受診することができません。（健診結果から服薬・治療中の者を除き、

特定保健指導が受けられます。） 

 特定健康診査対象者に、「受診券」を組合からお送りいたします。 

②特定保健指導 

特定健康診査の結果、メタボリックシンドロームのリスクに応じ、「動機付け支援」、「積

極的支援」に階層化した区分により利用していただきます。 

特定健康診査を受診後、必要に応じ、「利用券」を組合からお送りいたします。 

《健診項目》 

①基本的な健診項目 

質問項目、身体計測（身長、体重、ＢＭＩ、腹囲（内臓脂肪面積）、理学的所見（身体診

察）、血圧測定、血液化学検査（中性脂肪、ＨＤＬコレステロール、ＬＤＬコレステロー

ル）、肝機能検査（ＡＳＴ（ＧＯＴ）、ＡＬＴ（ＧＰＴ）、γ―ＧＴ（γ―ＧＴＰ）、血糖検

査（空腹時血糖又はＨｂＡ１ｃ検査）、尿検査（尿糖、尿蛋白） 



②詳細な健診項目（一定の基準の下、医師が必要と判断したものを選択） 

心電図検査、眼底検査、貧血検査（赤血球数、血色素量〔ヘモグロビン値〕、ヘマトクリッ

ト値） 

《実施方法》 

●実施場所 

 特定健康診査は、予定の集合契約により行う地区医師会所属の保険医療機関のうち、厚生

労働省の告示で定められた委託基準を満たした医療機関に委託し実施します。 

 特定保健指導は、保健指導を行える実施機関等に委託し実施します。 

●費用の決済 

 代行機関である東京都国民健康保険団体連合会を利用して費用決済を行う。 

●特定健康診査 

①受 診 券  ６月頃（予定）に支部協力員経由で送付する予定です。 

      （健診実施機関との契約成立後の受診券送付となりますのでご留意ください） 

②実施期間  各年度 12月 31 日までの受診となります。 

③実施場所  組合で契約した実施医療機関（地区医師会所属の医療機関及び健診施設）で

受診します。 

       ★受診券と被保険者証を健診実施機関窓口に提示してください。 

④窓口負担  原則無料（オプションの健診項目は自己負担となります) 

●特定保健指導 

①利 用 券  特定健康診査を受診された月の翌月以降に必要に応じ郵送します。 

②実施期間  その年度の 3月末までに利用していただきます。保健指導の支援期間は 6ヶ

月間となります。 

③実施場所  組合で契約した実施機関で行います。 

④窓口負担  基本項目無料     詳細項目は契約金額の一部負担となります  

                  負担割合 3 割(64 歳まで)・1割(65 歳以上) 

《個人情報の保護》 

 当組合は、国が定めた個人情報の保護に関する法律及びこれに基づくガイドライン並び

に当組合個人情報保護管理規程を遵守します。 

 また、特定健康診査及び特定保健指導を外部に委託する際、個人情報の厳重な管理と目的

以外の使用の禁止等を契約書に定めるとともに、委託先の契約遵守状況を管理します。 

《特定健康診査等実施計画の公表・周知》 

 本計画はホームページ等に概要を掲載公表する。 

《特定健康診査等実施計画の評価及び見直し》 

 当計画については、令和 11年度に 6年間の評価を行い、目標と大きくかけ離れた場合そ

の他必要がある場合には見直すこととする。 

 



５、保険事業の検討 
 第３期においては、現在行われている事業の内容を検討、改善していくものとします。ま

た、啓発・予防に重点をおいた保険事業の展開を検討します。 

 後発医薬品の使用促進、人間ドック健診の啓発については、ホームページ、組合報（年 2

回）等への掲載により、周知に努め、受診件数の向上を図ります。また、特定保険指導の利

用率が低い傾向があるため、個別指導のオプションを増やし保険指導件数の向上を図りま

す。また、計画の見直しと連動し第３期から新たな事業も実施することを検討する。 

６、実施計画の見直し 
 当計画については PDCA サイクルに沿って、評価を行い、目標と大きくかけ離された場

合、又はその他必要がある場合には内容の変更、追加、中止の検討をする。 

７、実施計画の公表周知 
 本計画を策定、又は変更したときは、ホームページ等に概要を掲載公表・周知する。 

８、個人情報保護 
 保険事業で得られる個人情報は規程に定めるところに従い適正に管理します。 

９、その他留意点 
 本計画の実施においては対象者の利便性を考慮しながら、適切かつ効果的な方法で実施

します。 

  


